
令和２年（２０２０年）９月１７日 

財 政 局 

 

令和元年度決算に基づく健全化判断比率等の状況について 

 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、令和元年度決算に基づく健全化判断

比率及び資金不足比率を算定いたしましたのでお知らせします。 

健全化判断比率は、すべての比率で、前年度に引き続き早期健全化基準を下回りました。資金

不足比率についても、すべての会計で経営健全化基準を下回る結果となりました。 

 

１ 健全化判断比率の状況 

（１）令和元年度決算に基づく健全化判断比率 

（単位：％） 

 
令和元年度 

決算 

平成 30 年度 

決算 

早期健全化 

基準 
財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率  
－ 

(△0.44) 

－ 

(△0.48) 
11.25 20.00 

連結実質赤字比率 
－ 

(△12.62) 

－ 

(△11.11) 
16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率  11.3 11.7 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率  127.6 118.2 350.0  

 

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質黒字となっているため「－」と表示しています。 

参考として黒字をマイナス表示した場合の比率を（ ）内に表示しています。 

※ 早期健全化基準：自主的な改善努力により財政の健全化を図るべき基準（イエローカードに相当） 

財政再生基準：国等による厳格な管理のもとで確実な財政再生を図るべき基準（レッドカードに相当） 

【資料１】 

 

（２）実質赤字比率：一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（通常収入が見込まれ

る税などの一般財源の規模）に対する比率 

 

 

 

一般会計の黒字が前年度から 7,716 万 2 千円減少し、一般会計等の実質収支では 3 億

5,298 万 7 千円の黒字となり、実質赤字比率は算定されていません。黒字をマイナス表示す

ると△0.44％となり、前年度から 0.04 ポイント悪化しました。 

【資料２】 

 

【ポイント】・実質赤字比率は算定されていない。 

・一般会計では前年度から約 0.8 億円黒字が減少 

 

【ポイント】・実質赤字比率は算定されていない。 

・一般会計では前年度から約 2.1 億円黒字が増【ポイント】・連結実質赤字比率は算定さ
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（３）連結実質赤字比率：すべての会計の黒字や赤字を合算した額の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

 

連結実質収支は 101 億 268 万 5 千円の黒字で連結実質赤字比率は算定されていません。 

本市の財政運営上の課題である特別会計の累積赤字については、市の一般会計からの繰出

金により支援しましたが、昨年度と同様、実質収支が赤字となりました。しかし、土地造成

事業の単年度赤字の額が縮小していることなどから、特別会計の赤字額は昨年よりも 10 億

6,471 万 3 千円減少し、9 億 7,780 万 7 千円となりました。 

特別会計の累積赤字に一般会計及び公営企業会計の黒字を合算した結果、全体の収支額は

50 億 3,722 万 1 千円の黒字となり、前年度から 15 億 7,978 万 3 千円改善し、ここから解消

可能資金不足額等を合算した連結実質収支は 101 億 268 万 5 千円の黒字で、前年度から 13

億 2,118 万 8 千円増加しました。これを標準財政規模で除した結果、連結実質赤字比率は黒

字をマイナス表示すると△12.62％となり、前年度から 1.51 ポイント改善しました。 

【資料３】

 

 

【ポイント】・連結実質赤字比率は算定されていない。 

・連結実質収支は前年度から約 13.2 億円黒字が増加 

・特別会計における累積赤字額は約 9.8 億円 

 

連結実質赤字比率の算定にあたっては、実際の赤字額から将来解消できると見込まれ

る額を控除できる仕組みになっています。これにより本市では、土地造成事業及び下水

道事業において解消可能資金不足額等として合計 50 億 6,546 万 4 千円を控除しました。 

【土地造成事業における土地収入見込額】 

土地造成事業においては、売却可能な土地の時価評価額から今後の販売経費を控除し

たものを「土地収入見込額」として算定しました。令和元年度決算においては、22 億

1,878 万 5 千円（前年度から 5,225 万 7 千円の減）を土地収入見込額としました。 

【下水道事業における解消可能資金不足額】 

下水道事業においては、残存償却期間内の減価償却前経常利益をもって解消可能な流

動負債の額を算出する「減価償却前経常利益による負債償還可能額算定方式」を用い解

消可能資金不足額を算定しました。令和元年度決算では、算定された解消可能資金不足

額が資金不足額を超えたため、資金不足額と同額の 28 億 4,667 万 9 千円を解消可能資金

不足額としました。 

解消可能資金不足額等について 
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（４）実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模を基本とした額に対

する比率（直近 3 か年の平均値にて算出される。） 

 

 

 

平成 29 年度から令和元年度までの単年度の比率はそれぞれ 12.0％、11.8％、10.3％であ

り、3 か年の平均値で表される実質公債費比率は 11.3％で前年度から 0.4 ポイント改善しま

した。 

令和元年度の単年度の比率は、公営企業の地方債の償還財源に充てた繰入金が減少したこ

となどから、10.3％となり、前年度から 1.5 ポイント改善しました。 

【資料４】 

 

（５）将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額

に対する比率 

 

 

 

 

将来負担額の 2,898 億 5,764 万 4 千円から充当可能財源等の 2,015 億 7,912 万 5 千円を控

除したものを標準財政規模から普通交付税に算入される公債費等を控除したもので除した将

来負担比率は 127.6％で前年度から 9.4 ポイント悪化しました。 

将来負担額が前年度から 39 億 50 万 1 千円増加した主な理由は、下水道事業等に係る地方

債残高の減少による公営企業債等繰入見込額で 8 億 527 万 8 千円、退職手当負担見込額で 6

億 6,369 万 1 千円減少しましたが、一般会計等に係る地方債残高が 53 億 6,944 万 9 千円増

加したことなどによるものです。 

一方、充当可能財源等は前年度から 38 億 9,716 万 7 千円減少しました。主な理由は、充

当可能基金が財政調整基金の取崩し等により 25 億 7,999 万 6 千円減少したことです。 

【資料５】 

 

【ポイント】・実質公債費比率は前年度から 0.4 ポイントの改善 

・令和元年度の単年度の比率は前年度から 1.5 ポイントの改善 

【ポイント】・将来負担比率は前年度から 9.4 ポイントの悪化 

・将来負担額は約 39.0 億円の増加 

・充当可能財源等は約 39.0 億円の減少 
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２ 資金不足比率の状況 

令和元年度決算に基づく資金不足比率 

 

 

 

 

（単位：％） 

特 別 会 計 の 名 称 
令和元年度 

決算 

平成 30 年度 

決算 

経営健全化 

基準 

卸 売 市 場 事 業 － － 

20.0 

土 地 造 成 事 業 10.8 11.2 

漁業集落排水事業 － － 

農業集落排水事業 － － 

水 道 事 業 － － 

工 業 用 水 道 事 業 － － 

下 水 道 事 業 － － 

※ 資金不足比率：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率。当該公営企業の経営状態の悪化

の度合いを示しています。 

※ 経営健全化基準：自主的な改善努力により公営企業の経営健全化を図るべき基準 

【資料１・６】 

３ まとめ 

令和元年度決算の一般会計では、歳入において、市税及び地方交付税が前年度から増加しま

したが、扶助費や投資的経費などが増加し、歳出の増加が大きかったため、一般会計全体では、

前年度と比べて黒字が減少しました。 

一方、特別会計全体は、一般会計からの支援等により累積赤字を縮減することができました。

その結果、健全化判断比率においては、すべての比率で基準を下回る結果となりました。 

特別会計においては、未だ約 9.8 億円の累積赤字を抱えており、引き続き厳しい状況です。 

土地造成事業では、前年度に比べ実質赤字額及び市債残高は減少し、事業規模が縮小しまし

たが、資金不足額が減少したことから、資金不足比率は改善しました。しかし、依然債務超過

の状態が続いており、一般会計からの支援が不可欠です。 

平成 30 年度から地方公営企業法の適用を受けた下水道事業は、解消可能資金不足額が資金

不足額を上回ったため、資金不足比率は算定されませんでしたが、引き続き一般会計からの負

担金及び補助金による支援が必要です。 

一般会計においては、扶助費が引き続き高い水準にあることや、投資的経費の増加に伴う公

債費負担による収支や比率の悪化が懸念されます。 

今後も、市民に不可欠なサービスを安定的に維持しつつも、本市が直面する新たな行政課題

にも対応できるよう、行財政改革や国による支援の活用を積極的に推進することで必要な財源

の確保に努め、持続可能な財政構造の確立を図ります。 

【ポイント】・資金不足比率が算定されたのは土地造成事業のみ 

・下水道事業では、解消可能資金不足額が資金不足額を上回ったため、資金

不足比率は算定されていない。 
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（単位：千円）

8,014,968

10,962,280

4,489,419

0

19,107 25,805

0

5,942,110

8,021,047

11.3

平成30年度
(H28～H30の3ヵ年平均)

11.7

3,230,967

1,239,345

7,332,653

2,430

151

77,744,959

令和元年度
(H29～R01の3ヵ年平均)

O
O=N-L

特定財源  C
C=D+E+F+G+H

M
M=A+I+J+K-L

公営企業の地方債の償還の財源に充てた
繰入金　I

貸付金の元利償還金　E

国や都道府県からの利子補給
D

都市計画税　G

公営住宅使用料　F

平成２９年度

令和元年度決算に基づく実質公債費比率

算入公債費等の額　L

標準財政規模　N

公債費に準ずる債務負担行為　J

実質公債費比率（単年度）
M/O×１００

一時借入金の利子　K

その他　H 2,580,109

34,529

6,935,448

5,724

公債費充当一般財源等額　A
A＝B-C

11,797,843

0

3,336,196

17,739,953公債費（一般会計等に限る）　B

7,764,246

実質公債費比率

12.0

78,143,294

67,442,415

3,252,392

871,341

6,654,749

9,993

1,724

10,700,879

00

平成２８年度

11,798,659

15,956,921

4,158,262

0

平成３０年度

11,645,903

16,135,322

11.5

対前年度比較

改善

1,806

令和元年度

12,096,081

15,566,063

3,469,982

0

11,161

11.8

0

2,973,137

485,684

5,940,642

994

2,341

（単位：％）

10,901,532

7,137,991

80,043,035

69,141,503

10.3

10,724,198

67,020,761

79,033,709

68,071,429
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　　　　（単位：千円）

将来負担額 Ａ 289,857,644 (419.2) 285,957,143 (420.1) 3,900,501 (△0.9)

183,384,366 (265.2) 178,014,917 (261.5) 5,369,449 (3.7)

28 (0.0) 7 (0.0) 21 (0.0)

88,389,845 (127.8) 89,195,123 (131.0) △805,278 (△3.2)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

18,083,405 (26.2) 18,747,096 (27.5) △663,691 (△1.3)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

充当可能財源等 Ｂ 201,579,125 (291.5) 205,476,292 (301.9) △3,897,167 (△10.4)

9,904,851 (14.3) 12,484,847 (18.3) △2,579,996 (△4.0)

41,766,017 (60.4) 44,106,624 (64.8) △2,340,607 (△4.4)

40,923,916 (59.2) 43,009,671 (63.2) △2,085,755 (△4.0)

149,908,257 (216.8) 148,884,821 (218.7) 1,023,436 (△1.9)

Ａ － Ｂ ＝ Ｃ 88,278,519 (127.6) 80,480,851 (118.2) 7,797,668 (9.4)

※（ ）内は分母比である。

標準財政規模 Ｄ 80,043,035 79,033,709

Ｄのうち算入公債費等の額 Ｅ 10,901,532 10,962,280

Ｄ － Ｅ ＝ Ｆ 69,141,503 68,071,429

　　　　

将来負担比率 Ｃ/Ｆ 127.6 118.2

地方債残高

債務負担行為に基づく支出予定額

令和元年度決算に基づく将来負担比率

令和元年度　①
対前年度比較
①　－　②

平成３０年度　②

充当可能基金

充当可能特定歳入

公営企業債等繰入見込額

組合等に対する負担見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等の赤字額に対する負担見込額

うち都市計画税

1,070,074

9.4ポイント悪化

（単位：％）

基準財政需要額算入見込額

1,009,326

△60,748
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― 

①/②

11.2

― 

― ― 

10.8

― 

②

― 

（単位：千円、％）

― 

― 

― 

令和元年度決算に基づく資金不足比率

― ― 

平成３０年度
資金不足比率

令和元年度
資金不足比率

4,056,205

346,885

17,405

439,130

― 

― 

6,408,848

資金不足額 事業規模

6,635,805

― 

2,054,684― 

― 

31,447

― 

 工業用水道事業

 漁業集落排水事業

①

― 

 農業集落排水事業

 土地造成事業

 下水道事業

 卸売市場事業

 水道事業
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